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下松市国民健康保険特定保健指導業務公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  この要領は、下松市国民健康保険特定保健指導業務（以下「本業務」という。） 

 を委託するにあたり、最適な事業者を選定するために実施する公募型プロポーザル 

（以下「本プロポーザル」という。）に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 業務の概要 

(1) 業 務 名 下松市国民健康保険特定保健指導業務 

(2) 業務内容 別紙「下松市国民健康保険特定保健指導業務委託仕様書」の 

とおりとする。 

(3) 委託期間 契約締結の日から令和５年３月３１日まで 

(4) 予 算 額 令和４年度：２，４２０，０００円（上限、消費税相当額を含む。） 

※令和５年度に特定保健指導を実施する場合は、令和５年度の予算の範囲で行う。 

この場合、令和５年度分は別契約とする。 

 

３ 担当部署 

  下松市健康福祉部健康増進課保健予防係 

  〒744-0025 山口県下松市中央町２１番 1号 

  電 話：0833-41-1234  FAX：0833-44-2304 

 E-mail：kenkou@city.kudamatsu.lg.jp 

 

４ 参加資格 

  本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たしている者と 

する。 

(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する 

者でないこと。 

(2) 本市の競争入札への指名停止措置を受けていないこと。 

(3) 営業停止処分を受けていないこと。 

(4) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）による更生手続開始の申立て又は民事 

  再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てをした者に 

  あっては、参加表明書提出日までに裁判所による更生計画・再生計画の認可を 

  受けていること。 

(5) 本業務と同種又は類似業務について、国又は地方公共団体と契約実績がある 

こと。 

(6) 令和５年度も特定保健指導業務委託契約（令和４年度継続支援分）を締結し、 

令和４年度特定保健指導対象者に対して、支援が継続できる者。 

(7) 国の示す高齢者の医療の確保に関する法律および関係省令・告示を遵守し、 
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「標準的な健診・保健指導プログラム（平成 30 年度版）」及び「特定健康診査・ 

特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第 3.2 版）に従って、業務委託を  

実施できること。 

(8) 特定保健指導の外部委託に関する基準（平成 25 年厚生労働省告示第 92 号  

第 2）を満たしていること。 

(9) 国が定める標準的な電子的様式（ＸＭＬ形式）及び紙により、特定保健指導 

結果及びデータを提供できること。 

(10) 社会保険診療報酬支払基金に特定保健指導機関として登録をしていること。 

(11) 個人情報の取り扱いに関して、一般財団法人日本情報経済社会推進協会の 

 プライバシーマーク又はＩＳＭＳ認証を取得しており、情報管理を適切に行え 

 ること。 

(12) 役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 

77 号）に規定する暴力団又は暴力団員等若しくは暴力団と密接な関係を有する 

者でないこと。 

(13) 国税及び地方税を滞納していないこと。 

 

５ 全体スケジュール 

 項目 期日、期間等 

１ 
プロポーザル実施の公告及び 

実施要領その他関係資料の公開 
令和４年６月２７日（月） 

２ 質問書受付期間 
令和４年６月２７日（月）～ 

令和４年７月４日（月）午後５時まで 

３ 質疑応答集最終更新（市ＨＰ） 令和４年７月８日（金） 

４ 参加表明書等の提出期限 令和４年７月１９日（火）午後５時必着 

５ 企画提案書等の提出期限 令和４年７月２６日（火）午後５時必着 

７ ヒアリング審査 令和４年８月４日（木）  

８ 審査結果の通知 令和４年８月１０日（水）  

９ 契約締結 令和４年８月下旬 

 

６ 実施要領及び様式等の配布方法 

下松市ホームページからダウンロードすること。 

掲載場所： トップページ＞組織から探す＞健康増進課 

窓口及び郵送による配布は行わない。 

 

７ 質疑応答について 

本実施要領その他関係資料の内容について質問がある場合は、次のとおり質問書 

を提出するものとする。 

(1) 質問書受付期間 
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公告の日から令和４年７月４日（月曜日）午後５時まで（必着）とする。 

(2) 質問方法 

   質問は、別添様式（様式第２号）により行うものとし、「３担当部署」に電子 

メールで通知するとともに、電話にて連絡すること。 

  ※メール送信の際は、件名に「下松市国民健康保険特定保健指導業務に関する 

質問書【会社名】」と記した上で送信してください。 

(3) 質問に対する回答 

質問をした者の名称等を伏せたうえ、一括して質疑応答集にまとめ、随時下松 

市ホームページに掲載する。なお、最終更新予定日は令和４年７月８日（金曜日） 

とする。 

(4) その他 

質問に関する回答事項は、本実施要領及び仕様書等の追加又は修正事項と 

みなす。受付期限を過ぎた質問には回答できない。 

 

８ 参加表明書及び提出書類等 

  本プロポーザルに参加を希望するものは、次のとおり参加表明書等を提出するも 

のとする。 

(1) 提出期間   

公告の日から令和４年７月１９日（火曜日）午後５時まで（必着）とする。 

※持参の場合、土曜日・日曜日・祝日を除き、午前９時から午後５時まで 

※郵送の場合も令和４年７月１９日（火曜日）午後５時必着となるので、確実 

に届く方法としてください。また、届いているかどうかの確認を電話にて行っ 

てください。 

(2) 提出場所 

「３ 担当部署」に同じ。 

(3) 提出方法 

持参又は郵送（いずれの場合も、提出期限内必着とする。） 

(4) 提出書類及び部数 

次の書類を作成し、各１部を提出すること。 

ア 参加表明書（様式第１号）  

イ 会社概要（様式第３号） 

・ 会社の従業員数等 

ウ 同種又は類似業務の実績（様式第４号） 

・ 記載する同種又は類似業務は、平成２９年度以降に完了又は実施中の業務 

 とする。 

・ 記載する業務数は、最大５件とする。 

・ 業務の実績に記載した業務に係る契約書の写し及び業務内容が確認でき 

る書類（仕様書の写し等）を提出すること。 
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エ 業務実施体制（様式第５号） 

   ・ 配置予定の総括責任者、主務担当者及び担当者を記載する。 

   ・ 配置予定の主務担当者について、経歴等を記載する。 

   ・ 記載する件数は、最大３件とする。 

・ 手持ち業務は、令和４年６月１日現在、本市以外の発注者のものも含め  

 すべて記載する。（予定業務を含む） 

  オ 商業登記簿謄本（写しでも可）  

カ 市税の完納証明書（原本） 

本市に納付すべき市税の滞納がないことを証明したもの。ただし、本市にお 

ける納税義務のない者は不要とする。  

キ 法人税、消費税及び地方消費税について、未納の額がないことの証明書（税 

 務署長が発行する未納の税額のないことの証明書※提出日において発行の日 

から１カ月以内のもの） 

ク 印鑑証明書（原本） 

ケ 委任状 

  代理人による申請、実印以外の印章を使用する者のみ提出 

  ※本市が必要と認める場合は、追加資料を求める場合があります。 

 

９ プロポーザル参加資格の確認 

「８ 参加表明書及び提出書類等」で提出された参加申込書をもとに参加資格の 

確認を行います。参加資格がない方には、その旨をお知らせします。 

 

１０ 企画提案書等の作成及び提出 

  本プロポーザルに関する企画提案書等は、次の方法で提出すること。 

(1) 提出期限 

令和４年７月２６日（火曜日）午後５時まで（必着）とする。 

※持参の場合、土曜日・日曜日・祝日を除き、午前９時から午後５時まで 

※郵送の場合も令和４年７月２６日（火曜日）午後５時必着となるので、確実 

   に届く方法としてください。また、届いているかどうかの確認を電話にて行っ 

てください。 

(2) 提出場所 

「３ 担当部署」に同じ 

(3) 提出方法 

持参又は郵送（いずれの場合も、提出期限内必着とする。） 

(4) 提出資料 

ア 企画提案提出書（様式第６号） 

イ 企画提案書（様式自由、Ａ４版） 

作成及び記載上の留意事項 
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・ 横書き、左綴じ（簡易製本）、各頁に通し番号を記入し、文字サイズは 

１２ポイント以上とすること。 

・ 白黒、カラーの別は任意とし、両面印刷は不可とする。 

・ 提案者が特定できる表記及び提案者が特定できるマーク社章等は記入し 

ないこと。 

・ 別紙「下松市国民健康保険特定保健指導業務委託仕様書」を踏まえ、下記 

の事項について記載すること。 

① 業務実施体制 

② 提案方針（年間スケジュール、目標設定等） 

③ 利用勧奨方法 

④ 保健指導実施内容 

⑤ 安全管理体制 

 

ウ 見積書 

・ 見積書には、動機付け支援と積極的支援のそれぞれ一人当たり単価を記載 

してください。 

・ 見積金額には、消費税及び地方消費税を含まない額を記載してください。 

・ 見積書及び見積明細書には、件名、金額、住所、社名及び代表者（代理人 

で参加表明している場合は代理人）を記載し、代表者印（代理人の場合 

は、代理人の印）を押印してください。 

・ 見積書には、必ず見積書の明細となる見積明細書を添付すること。 

見積明細書は、任意の様式で結構です。 

(5) 提出部数 

(4)に掲げる資料を正本１部、副本８部提出すること。ただし、見積書について 

は１部のみの提出とする。 

 

１１ 選定方法 

  本プロポーザルにおける企画提案者の特定は、「下松市国民健康保険特定保健指 

導業務プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）」において、提出さ 

れた企画提案書及びプレゼンテーション・ヒアリングの内容等を審査し、特定する。 

(1) 審査方法 

審査委員を選任し、各審査委員が企画提案書及びヒアリングの内容等について 

  審査を行う。 

審査方法は、審査項目ごとの評価点数の合計得点にて競う方法により実施する。 

(2) 審査基準 

別表の「下松市国民健康保険特定保健指導業務プロポーザル審査基準（以下 

「審査基準」という）」のとおりとする。 
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(3) プレゼンテーション・ヒアリング審査 

提出された企画提案書に関し、次のとおりプレゼンテーション及びヒアリング 

（以下、「ヒアリング等」という。）を実施する。なお、説明は提出された企画提 

案書に沿って行うものとし、資料の追加は認めない。 

ア 実施日 

令和４年８月４日（木曜日） 

イ 実施方法 

１者につき３０分程度（説明２０分、質疑応答１０分）とする。 

ウ 説明者 

ヒアリング等の提案説明は、主として本業務に取り組む者（主務担当者）が 

   行うものとする。なお、特別な理由がある場合を除き、主務担当者の変更は認 

   めない。 

エ その他 

実施場所及び開始時間、その他詳細については、別途企画提案書提出者に通 

   知する。 

(4) 受託候補者の特定 

「審査基準」により企画提案書及びヒアリング等の内容について総合的に審査 

し、最も高得点を獲得した者（以下「最優秀提案者」という。）を受託候補者と

する。 

(5) 審査結果の通知 

審査の結果は、令和４年８月１０日（水曜日）に、ヒアリング等出席者全員に

電子メール及び書面により通知する。 

(6) 審査過程の非公開 

審査委員会は非公開とする。審査結果についての異議申し立ては、一切受け付 

  けない。 

(7) 審査結果の公表 

審査結果については、下松市ホームページに公表します。 

 

１２ 業務委託契約 

(1) 市と最優秀提案者は、契約内容等について協議の上、予算額の範囲内で契約 

 を締結する。 

(2) 契約内容等に関する協議が成立しないとき、又は契約の締結までに最優秀者 

が参加資格を失ったときは、市は審査結果の次点の者と順次協議を行うことが 

できる。 

 

１３ 留意事項 

(1) 業務内容についての詳細は実施要領によるものとし、説明会は行わないもの 

とする。 
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(2) 本プロポーザルにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨と 

 する。 

(3) 提出期限までに参加表明書を提出しなかった者は、企画提案書を提出できな 

 いものとする。 

(4) 提出期限までに企画提案書を提出しなかった場合は、辞退したものとみなす。

また、ヒアリングに遅刻・欠席した場合は辞退したものとみなす。 

  （ただし、やむを得ないと認められる理由がある場合を除く。） 

(5) 参加表明書及び企画提案書の作成、提出及びヒアリング等に関する費用は、 

 提出者の負担とする。 

(6) 参加表明書及び企画提案書に虚偽の記載をした場合は、参加表明書及び企画 

 提案書を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行 

 うことがある。その他、審査委員会において不適当と認めた場合は、失格とみな 

す。 

(7) 提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。なお、提出された参加 

 表明書及び企画提案書は、企画提案書の提出者の選定又は企画提案書の特定以外 

に提出者に無断で使用しない。 

(8) 提出された参加表明書及び企画提案書については、市は公表しないこととし、 

提案者は市の了解なく第三者に公表してはならない。ただし、提出された書類は、 

下松市情報公開条例（平成 16 年条例第 6 号）の対象となる。 

(9) 参加表明書及び企画提案書の提出後においては、原則として参加表明書及び 

 企画提案書に記載された内容の変更を認めない。また、参加表明書及び企画提案 

 書に記載した予定担当者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、退 

 職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の経歴等を持って 

 いるとの市の了解を得なければならない。 

(10) 受託業務の成果品等の著作権は下松市に帰属する。 

(11) 参加者又はその関係者は、審査委員会の委員に接触することを禁止し、接触 

の事実が認められた場合には、失格とすることがある。 

(12) 参加者は、参加表明書の提出をもって、実施要領等の記載内容に同意したも 

のとする。 

(13) 業務委託の実施に当たっては、関係法令を遵守すること。 
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下松市国民健康保険特定保健指導業務プロポーザル審査基準 
 

 

審査項目 審査内容 配点 

１ 業務実施体制 ・保健指導に業務する人員構成 

（人数や職種、研修受講状況等） 

・組織体制、危機管理等 

１０ 

２ 事業費用 ・積算の内訳及び金額 １０ 

３ 業務内容 企画提案方針 

・仕様書の理解 

・事業全体の考え方 

・目標設定の妥当性と実現性 

２０ 

利用勧奨の方法 

・利用勧奨チラシの工夫 

・利用勧奨の具体的手法 

２０ 

保健指導の実施内容 

・利用しやすい指導体制であるか 

（日程、会場計画、遠隔実施の手法等） 

・利用者を増やすためのプログラム等 

・終了者自身が終了後も継続して取組んでいく 

ための工夫点 

・途中脱落予防対策・対応策 

２０ 

安全管理体制 

・苦情対応策 

・感染症対策 

・個人情報保護対策 

１０ 

４ プレゼンテーション ・プレゼンテーション内容 

・質疑応答時の回答 

１０ 

  合 計 １００ 

 

 

 

別表 


